
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

広域化等
民間活用

施設名

北方町 水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

●

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定

施設管理の
共同化

管理の一体化

年 月 日

百万円(年)

検討中 ●

国から都道府県に対し、水道
広域化推進プランを策定するこ
とが要請されたことに伴い、県
及び県内市町村で構成する
「岐阜県水道事業広域連携研
究会」において、広域化に向け
た検討を行うことになった。

岐阜県水道広域化推進プランにおいて、水道事業に係る現状
と将来見通し、課題、広域化シミュレーションとその効果、今後
の推進方針等を取りまとめた。今後は、水質検査や施設管理
の共同委託等による管理の一体化に関して、具体的な協議を
進めると同時に、経営の一体化や施設の共同化についても検
討を進めていく。

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和4年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

●

団体名 業種名 事業名 施設名

北方町 下水道事業 公共下水道

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

百万円(年)

検討中 ●

国から都道府県に対し、汚水
処理の事業運営に係る広域
化・共同化計画を策定すること
が要請されたことに伴い、汚水
処理事業の効率的かつ持続的
な運営を目指し、広域化・共同
化に向けた検討を行うことに
なった。

岐阜県汚水処理事業広域化・共同化計画において、施設の広
域化や維持管理の共同化の取り組み方針を決定した。今後
は、圏域ごとの意見交換会において、各自治体における各種
事業の共同化に対するニーズや意向、スケジュールなどにつ
いて継続的に情報共有し、意向が合致するものについて共同
化に取組んでいくと同時に、行政界を跨いだ施設の統廃合に
ついても継続的に検討していく。

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和4年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中 ●

介護サービス事業については
赤字が継続している。民間で行
うことができる事業でもあること
から廃止を視野に入れている。
今後の介護保険法改正により
状況が変わる可能性はある
が、検討中である。

百万円(年)

②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日
④民営化・民間譲渡による廃止
⑤広域化による廃止
⑥その他

①診療所化・介護施設化

取組事項 事業廃止

実施済
全部廃止 一部廃止

実施予定
③事業目的の完了

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

北方町 介護サービス事業 老人デイサービスセンター 老人デイサービスセンター

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況




